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しての商品供給体制の確立、雇用確保と安全管理等の社会的責任を持たせた。出口ステージの取組は、

展示会出展や新聞等の広報活動により社会実装を深めた。

 

⑤成果後の方針と施策 

 2016年 4月、上記の開発により事業化が可能と判断した経営側は、研究開発の共通部門から准事業部

の「機能性材料事業推進室」へと組織改正を行った。すなわち、大阪大学産学連携制度より創生した機

能性材料のトチュウエラストマーは、産学連携の本命であるオープンイノベーションによる事業協創を

達成した。更に、2017年 3月末の協働研究所設置期間満了と更新に伴い協働研究所の名称にあった「（バ

イオ）」の名称を省き、Hitz 協働研究所として契約延長の経営方針を示した。このことは、大学として

の本命である産学連携による教育機関の維持と人材育成の継続を共創し目標を達成したと言える。 

 これらにより、用途開発、企画、営業拠点は大阪大学 Hitz協働研究所となり、医歯工連携と産産学連

携による開発体制となる。一方で、生産技術は企業側に組み込まれ、工場内で安定供給とコストダウン

に取り組み事業基盤の強化を計っている。また、企業内では営業体制の充実に取り組んでいる。 

 

⑥産学連携のデメリットと改善点 

 大学というアカデミック分野の思考が強くなるため、企業目的意識からのずれが生じやすくなる。そ

の問題解決には人材ローテーション活動という企業内取り組みも存在するが、プロフェッショナリズム

の強い人材に対してはマイナス効果となる点も多い。また、企業内と同じ人事評価であるため、産学連

携に参画したスタッフが不利益にならない様に対応しなければならない。このことが産学連携における

開発管理の難しさである。

 改善点としては、社内情報の欠落・伝達不足を所持させないため VPN による社内イントラネット環

境整備の充実を図った。その他、TV 会議システムの導入を行い本社サイドとリアルタイムで経営陣の

意志疎通を定期的に行っている。

 人事評価についても社内と同基準で審査としているが、企業内に勤務していないことが不利益になら

ないように、経営陣、担当役員との定期交流、人事、企画、法務、知財等の管理部門との定期的な交流

を行い、顔を合わせた交流が必要である。産学連携に取り組んでいる社員や派遣職員とのコミュニケー

ションと公平性の確保が必須であり、今後の産学連携を発展させるためにも重要な課題である。

３．おわりに 

大阪大学の産学連携制度を活用した協働研究所制度の運用 10 年を考察した。その結果の結論は、産

の目標は事業であり、学は教育と人材育成であると考察する。両極にある目標であるが協創し共創する

こと求められる時代になったと考える。
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地域産業からみた水素社会の展望 

 
 

○常定 健，児子英之，永山則之（岡山県工業技術センター） 

 

 
１．はじめに 
資源エネルギー庁は、平成26年6月に策定した

「水素・燃料電池戦略ロードマップ」の改訂に

向けた議論を行い、平成28年3月、新たな目標や

取組みを具体化させた「水素・燃料電池戦略ロ

ードマップ[改訂版]」をとりまとめた[1]。その

なかに掲げられた「再生可能エネルギー由来水

素の利活用」は地域振興策のひとつとして注目

されており、水素社会の実現は、我が国のエネ

ルギー資源調達における中東依存度の低下や、

自動車・社会インフラ関連産業などにおける国

際競争力の強化に寄与するだけでなく、地域産

業の振興や地域活性化にもつながるものとして

期待されている。 

しかしながら、水素社会の実現に関しては、

コストや安全性の面からその実現に懐疑的な声

もある。特に、米国では、ブッシュ政権時代の

2002年から燃料電池自動車の開発と水素社会の

構築を目的として、政府が補助金を出して本格

的な開発支援を行ってきたものの、大きな成果

が上がらなかったという経緯もあり、燃料電池

自動車に対するネガティブなイメージが一部に

ある。日本においても拙速に水素エネルギーの

利用拡大を推進して失敗した場合、負の遺産が

多く残ってしまい、2020年の東京オリンピッ

ク・パラリンピック後に、「水素ブーム」が終焉

してしまうことも懸念されている。 

したがって、水素社会の展開においては、経

済合理性が成り立つ成功を積み重ねていき、利

用者、事業者、国・地方自治体など、関係者全

員にとって有意義となるモデルを構築すべきだ

との提言がされている[2]。 

水素社会を実現するうえで重要になる計画の

ひとつに、輸入水素のサプライチェーンに関す

るインフラ事業がある。海外からの輸送に関す

るプロジェクトは大規模になるため、事業開始

後に問題が発覚しても、大きな変更が困難にな

るのではないかという懸念がある。水素・燃料

電池戦略ロードマップ[改訂版]では、水素を液

体水素または有機ハイドライド（メチルシクロ

ヘキサン）の形で輸送することを基本としてお

り、水素供給コストについて、2020年代後半に

30円未満／Nm3（プラント引渡しコスト）を目指

している。しかしながら、原油、LNG（液化天然

ガス）などの既存燃料と比較して、水素が経済

合理性を持つ燃料として確立するまでの具体的

な道筋については、水素・燃料電池戦略ロード

マップが改訂版になっても示されていない。 

コンビナートが立地する地域産業の視点から

みると、さらに2つの懸念がある。ひとつは、水

素の輸入関連コスト（液化などの輸送付随コス

トと輸入における直接の輸送コストの合計）で

ある。仮に、海外で安価に水素が製造されるよ

うになったとしても、水素の輸入関連コストが

LNG以上に高ければ、水素関連の新産業は、国内

ではなく、水素の生産地や水素をパイプライン

輸送できる地域で発達する可能性が高くなるか

らである。石油化学工業はコンビナートにおけ

る主要産業であるが、国内で石油化学工業が発

達した理由のひとつに、原油価格に占める輸入

関連コストの低さ（コスト全体の約7%）が挙げ

られる。一方、LNGでは、価格に占める輸入関連

コストの割合（液化プロセスを含めるとコスト

全体の約67%）が非常に大きい[3]。このコスト

は、天然ガスの産出地や天然ガスをパイプライ

ン輸送できる地域では不要なため、日本は価格

競争で不利な立場に置かれている。このことか

ら、近年、LNGの輸入が増え続けているにもかか

わらず、国内において、天然ガス化学工業は石

油化学工業のように発達していないし、今後も

発達しないだろうと予想される。 

もうひとつの懸念は、水素社会へのスムーズ

な移行に関する問題である。コンビナート内に

立地する企業の多くは大企業であるが、コンビ

ナート周辺には関連する多くの中小企業が存在

する。中小企業にとっては、現時点での需要が

大きくない水素関連事業のために、長期間にわ

たって研究開発や技術開発に資金を投じ続ける

ことは難しい。中小企業の参加を促すためには、

現行のエネルギー産業のなかで取組みが可能な

事業を進めて、そのなかに水素を加えていく仕

組みづくりが求められる。 
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そこで本研究では、物質・エネルギー収支の

観点から、水素の輸入関連コストを既存燃料と

の比較で相対的に見積もり、その結果をもとに、

既存燃料からの円滑な移行も含めた水素社会の

展望について考察を試みた。 

 

２．物質・エネルギー収支の計算 

 本研究で行うエネルギー計算は熱化学方程式

に基づいており、物質収支は化学量論的なもの

である。一般的に熱化学方程式が 1mol あたりの

熱量を表記するのに対し、本研究では、化学式

の冒頭にある化合物のモル数を必要に応じて変

化させ、そのモル数に対応した熱量を式中に表

記する。これを一般的な熱化学方程式と区別す

るために、左辺と右辺を「⇒」で結ぶ。これに

より、一般的な熱化学方程式で使用される「＝」

と区別されるし、反応の進む方向も明らかにで

きる。また、化学反応式で使用される「→」と

も区別できる。なお、化学式のなかにある(l)は

液体、（g）は気体を意味している。 
 

３．水素の輸入関連コスト 

物質・エネルギー収支論的手法を用いて、水

素を海外から輸入するときに想定されている液

体水素と有機ハイドライドについて、輸入関連

コストを求め、比較する。 

はじめに液体水素について検証する。水素の

分子量は2.016、液比重は0.07であるから、1L の

H2(l)は70.0g(34.72mol)である。水素の燃焼熱は

285.83kJ/molだから、 

 

水素の燃焼プロセス：34.72mol H2(g)＋ 1/2 O2 
⇒ H2O(l) ＋ 9.92MJ 
 

LNGの成分をメタン100％とみなして比較を行

う。液体メタン1Lは23.0MJの熱量を持つので、

液体メタン1Lと同じ熱量の液体水素は2.32Lで

ある。メタンより沸点の低い水素を輸送するこ

とになる液体水素タンカーはLNGタンカーより

高価になるだろうが、仮に水素とLNGの輸送コス

トが同じであるとしても、LNGの輸送コストが

1.2ドルのとき、同じ熱量を持つ液体水素の輸送

コストは2.8ドルとなる。 

一方、液化の場合は、ガスを冷却するための

エネルギー投入が必要になる。メタンと同様、

水素は常温圧縮で液化することができないので、

液化には冷媒による冷却が必要になる。冷却に

必要なエネルギーを物質・エネルギー収支で計

算することはできないが、除去しなければなら

ないエネルギーを算出することは可能であり、

液化コストは除去しなければならないエネルギ

ーに比例すると考えることができる。 

熱量10MJに相当する燃料は、水素で35.0mol、

メタンで11.25molである。液化するときに除去

しなければならないエネルギーは、ガス温度を

下げるために取り去らなければならない熱とガ

スが液体になるときに発生する熱の合計である。

熱量10MJに相当する水素、メタンについてこれ

を求めると[4]、 

 

水素の液化プロセス：35.0mol H2(g)(298.15K) 
⇒ H2(l)(20.25K) ＋ 312.05kJ 
 

メタンの液化プロセス：11.25mol CH4(g) 
(298.15K) ⇒ CH4(l)(111.65K) ＋ 167.1kJ 
 

 同じ熱量の燃料を液化させる場合、メタンよ

り水素のほうが多くの熱を除去しなければなら

ない。ガスの冷却に混合冷媒が使用できず、メ

タンのより沸点の低い水素は、天然ガスよりも

液化のエネルギー効率が悪くなるものと考えら

れるが、これを無視しても、LNGの液化コストが

2.8ドルのとき、水素の液化コストは5.2ドルに

なる。LNGの製造コストが2.0ドル、液化コスト

が2.8ドル、輸送コスト1.2ドル（合計6.0ドル）

のとき、同じ熱量を持つ液体水素の輸入関連コ

スト（液化などの輸送付随コストと輸入におけ

る直接の輸送コストの合計）は8.0ドルとなり、

製造コストを含めていないのに、LNGの総コスト

6.0ドルを超えることになる。 

次に、有機ハイドライド法を検証する。現在、

メチルシクロヘキサン(C6H11CH3)－トルエン

(C6H5CH3)系の実用化が進められていることから、

この系の検討を行う。メチルシクロヘキサン(分

子量 98.19)、トルエン(分子量 92.14)の比重は

それぞれ、0.7737、0.8623であり、比重の小さ

いメチルシクロヘキサンの輸送が律速になる。

メチルシクロヘキサン1L（7.88mol）を海外から

輸送する場合、海外において、 

 

水素の貯蔵プロセス：7.88mol C6H5CH3 ＋ 3H2 ⇒
C6H11CH3 ＋ 1.59MJ 

 

このプロセスは発熱反応なので、エネルギー

収支論的にはエネルギーの投入を必要としない。

一方、国内に持ちこんで水素(23.64mol)を取り

出す際にはエネルギーを必要とし、その水素か

ら得られる熱量を計算すると、それぞれ、 

 

水素の放出プロセス：7.88mol C6H11CH3 ⇒ C6H5CH3
＋ 3H2 － 1.59MJ 
 

水素の燃焼プロセス：23.64mol H2(g)＋ 1/2 O2 
⇒ H2O(l) ＋ 6.76MJ 
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これは、メチルシクロヘキサン1Lでは6.76MJ

の熱量に相当する水素しか運べないうえ、水素

を取り出すときには1.59MJのエネルギーが失わ

れることを意味している。しかし、有機ハイド

ライドの場合、液化が必要ないうえ、通常のタ

ンカー（石油タンカー）で輸送することが可能

である。水素をLNGタンカーで、メチルシクロヘ

キサン（トルエン）を石油タンカーで運ぶもの

とし、輸送コストが船価（タンカーの価格）に

比例すると考えて、LNGタンカーと石油タンカー

の価格を比較する。船価は市場価格なので常に

変動しているが、LNGタンカーの船価が比較的低

価格で安定していた2000年のデータ（新造船契

約船価）を参考にする[5]と、積載容量138000m3

のLNGタンカーの船価が165百万ドルだったのに

対し、積載重量280000トンの石油タンカーは76

百万ドルだった。これをもとにすると、液体メ

タン、メチルシクロヘキサン1Lあたりの船価は、

それぞれ、1.2ドル、0.21ドルとなる。取り出さ

れる水素が液体メタン1Lと同じ熱量を持つメチ

ルシクロヘキサンは3.4Lであり、これに相当す

る船価は0.7ドルである。したがって、LNG（≒

液体メタン）の輸送コストが1.2ドルのとき、こ

れと同じ熱量の水素を運ぶメチルシクロヘキサ

ンの輸送コストは0.7ドルと見積もられる。 

 メチルシクロヘキサン3.4Lから水素を取り出

すときに必要となるエネルギー5.41MJをLNGで

賄うとすると、0.235Lの LNG （≒液体メタン）

が必要になる。LNG1Lの価格が7.5単位のとき、

メチルシクロヘキサン3.4Lから水素を取り出す

ときには、エネルギー代として1.8単位が必要に

なる。この結果、LNG（価格7.5ドル）の製造コ

ストが2.0ドル、液化コストが2.8ドル、輸送コ

ストが1.2ドルのとき、同じ熱量を持つ水素を運

ぶメチルシクロヘキサンの輸入関連コスト（液

化などの輸送付随コストと輸入における直接の

輸送コストの合計）は2.5ドルとなる。これはLNG

の輸送関連コスト4ドルより低くなるが、トルエ

ンに水素を添加するプロセス、また、メチルシ

クロヘキサンから水素を取り出すプロセスに関

する価格上乗せ分が加味されていない。つまり、

このコストを低減できれば、有機ハイドライド

の輸入関連コストはLNG並に抑えられるものの、

大規模なプラントが必要になるため、設備費等

のコストを削減することは容易でない。 

 これらの結果から経済合理性が成り立つ水素

社会の実現を考えてみると、液体水素の場合、

安価に水素が製造されるようになったとしても、

輸入関連コストが高いために、LNGより価格が高

くなるうえに、国際競争力を持つ水素関連産業

を国内で振興させることも難しい。一方、有機

ハイドライドの場合、水素を貯蔵するコストと

水素を取り出すコストを削減できなければ、LNG

に価格面で勝つのは難しい。ただ、液体燃料の

場合、LNGや液体水素の輸送では避けることので

きない液化コストが要らないことは大きな利点

であり、LNGでは困難な、国内における関連産業

の振興への道を切り開く可能性を持っている。 

この考察をもとにすれば、天然ガスの輸入に

ついても、液化しないプロセスのほうが国内の

産業振興に有利ではないかとの疑問が湧く。そ

こで、天然ガスからの合成が容易なメタノール

について、輸入関連コストをLNGと比較する。 

 

４．メタンとメタノールの輸入関連コスト 

天然ガスを効率よく液体燃料に変換し、その

液体燃料を輸入できれば、液化コストは必要な

くなる。天然ガスを液体燃料に変換する技術

（GTL）としては、FT合成（フィッシャー・トロ

プシュ合成）による合成油（GTL灯油やGTL軽油

など）の製造が一般的に知られているが、工程

が複雑でエネルギーロスも大きい。そこで、原

理的には酸化反応だけで合成できるメタノール

に着目した。メタンからメタノールを効率よく

合成する方法としては、 

CH4 ＋1/2 O2 → CO ＋ 2H2 → CH3OH 

で示される合成ガス（CO＋H2）経由の2段階法が

現実的であるが、研究段階としては、メタンか

らメタノールを直接合成することもできる[6]。 

天然ガスの主成分はメタンなので、メタンと

メタノールについて、輸入関連コストの比較を

行う。液体メタン1Lを海上輸送する場合、メタ

ンの分子量は16.04、液比重は0.415であるから、

1LのCH4(l)は415g(25.87mol)である。メタンの燃

焼熱は890.31kJ/molだから、 

 

メタンの燃焼プロセス：25.87mol CH4(g)＋ 2O2
⇒ CO2 ＋ 2H2O(l)＋ 23.0MJ 
 
一方、メタノール1Lを海上輸送する場合、メ

タノールの分子量は32.04、比重は0.7914である

から、1LのCH3OH(l)は791.4g(24.70mol)である。

メタノールの燃焼熱は744.04kJ/molだから、 

 

メタノールの燃焼プロセス：24.70mol CH3OH(g)
＋ 3/2 O2 ⇒ CO2 ＋ 2H2O(l)＋ 18.4MJ 

 

エネルギーの輸送効率としてはメタンのほう

がメタノールを上回っており、液体メタン1Lと

同じ熱量を持つメタノールは1.25Lである。既述

の船価[5]を用いれば、燃料1L当たりの船価はメ

タンが1.2ドルに対して、メタノールは0.215ド

ルである。よって、メタン1Lと同等の熱量を持

つメタノール1.25Lの船価は0.27ドルとなる。 
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メタノールの場合、メタンのような液化コス

トはかからない。しかしその替わりに、メタン

からメタノールを製造するときにコストがかか

り、これをメタノールの輸入関連コストに含め

なければならない。メタノールの製造コストは、

余分に必要となるメタンの製造コスト(A)メタ

ンからメタノールを製造するコスト(B)の合計

である。メタン1molの熱量に相当するメタノー

ルは1.2molであり、メタノールの製造にはメタ

ン0.2molが余分に必要となる。LNG （≒液体メ

タン）の製造コストが2.0ドルのとき、余分に必

要となるメタンの製造コスト(A)0.4ドルがメタ

ノールの輸入関連コストに上乗せされる。これ

を加えた輸送関連コストは、LNG（≒液体メタン）

が4.0ドルのとき、同じ熱量を持つメタノールは

0.67ドルである。 

この結果には、メタンからメタノールを製造

するコスト(B)が含まれていない。エネルギー収

支論的にはメタンからメタールを製造するのに

必要なエネルギーは0である。しかし、現行の製

造法では多くのエネルギーを消費している（合

成ガスの製造における水蒸気改質法では、900℃

程度の高温を必要とする）ため、現状では、天

然ガスはメタノールに変換されるより、液化さ

れることのほうが多い。しかし、メタノール製

造コストの低減（直接接触部分酸化法による合

成ガスの製造など）が進めば、輸送物質をメタ

ンからメタノールに替えることで、天然ガス資

源の輸入関連コストは大幅に削減されることに

なる。このことは、国内のコンビナート等にお

ける天然ガス資源を用いた地域産業に道を開く

ものになる。 

 

５．輸入水素に関する第三の道 

 天然ガス資源の場合、メタンからメタノール

を合成することで液体燃料化できるが、水素の

場合は事情が異なる。有機ハイドライドのよう

な形で水素を液体燃料化すると、二酸化炭素排

出量を増加させないという水素社会の目標を実

現させるために、水素を取り出すプロセスが必

ず必要になる。しかし、このプロセスがコスト

アップの原因になるため、液体燃料をそのまま

利用したいところである。そこで考えられるの

が人工光合成である。太陽光エネルギーを用い

て、水（の電気分解で得られる水素）と二酸化

炭素から液体燃料を合成すれば、液体燃料をそ

のまま燃焼させても、二酸化炭素排出量を増加

させることはない。2016年6月、「太陽光変換効

率10％での人工光合成を達成」という研究成果

が報告された[7]。この研究によると、水の電気

分解で発生させた水素と微生物が吸収する二酸

化炭素により、2-プロパノール（IPA）などの液

体燃料が選択的に製造できるとしている。この

システムでは、低濃度の二酸化炭素を酸素存在

下で利用できる。広大な面積と十分な太陽光を

得られる適地は砂漠なので、人工光合成に関す

る大規模な工業的プロセスが実用化した場合、

日本は、海外で生産される人工光合成由来の燃

料を輸入することになるだろう。この輸入燃料

がIPAであった場合、液化コストは不要である。

IPAはそのままガソリンに添加することもでき

るし、IPAを水素とアセトンに分解させ、水素を

水素ステーションに供給し、アセトンをコンビ

ナートで化学原料として利用することもできる。

勿論、IPAをそのまま化学原料として利用するこ

とも可能であり、これらの原料を用いても二酸

化炭素の排出量を増加させることにはならない。 

IPAは水素の液体燃料化に関する試みの一例

であるが、水素社会を実現していくうえでは、

地域産業に有利なイノベーションとは何かを理

解したうえでの戦略が求められる。 
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